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越境ＥＣは中国人爆買いの 

穴埋めとなるか？ 

 

 
一時期ニュースでも話題になった「中国人

爆買い」が、最近、減少傾向にあります。その
穴埋めとして、期待が寄せられているのが越
境ＥＣ、グローバルなインターネット通販です。
越境ＥＣの「越境」は国をまたぐ国際取引、「Ｅ
Ｃ」というのは、electronic commerce の頭文字
をとったもので、電子商取引を指します。具体
的には、衣服や化粧品、日本の伝統工芸品
など、これまで日本人を対象に販売していた
インターネット通販のサイトが中国人向けに中
国語のサイトを立ち上げ販売するようになって
います。また、個人の小さなサイトだけでなく、
総合スーパーの大手企業が中国人向けの通
販サイトを立ち上げる、といった動きが出てい
ます。このほかにも、松屋や伊藤忠、兼松など
の大手企業が越境ＥＣ事業に参入していま
す。 
 なぜ、越境ＥＣに力を入れる企業が増えてい
るのでしょうか。実は、越境ＥＣは数年前から
あり、現在はじまったばかりという事業ではあり
ません。ただ、ここ 2、3 年、スマホやタブレット
の利用者が増え、スマホなどから簡単に商品
を買うことが世界各国に浸透しました。この流
れを受け、国境をまたいでも、商品をスムーズ
に買えるよう、また、事業者は安全にお金を回
収できるように、決済や物流などのインフラを
整える動きがあったことが、越境ＥＣの普及を
支える根底にあります。 
 
 また、楽天では自動翻訳など、小さな規模の
会社でも、それほどお金をかけずに海外に商
品を売り出せるようなサービスを提供していま
す。こうしたインフラ整備が、大小、企業規模
を問わず、越境ＥＣに取り組みやすくなった要
因の一つといえます。 

 
 
2016 年、これまで小売業の売上を押し上げていた
「中国人爆買い」が下火になりました。売上減少の穴
を埋めるものとして、越境ＥＣが注目を集めています。
爆買いが減少したのに、インターネットでの販売は衰
えず、成長が期待できる理由はどこにあるのでしょう
か。 
 もともと、爆買いが下火になったのは、日本製品に
問題があったわけではありません。大きな理由は中国
の政策にあります。2016 年 4 月、中国政府は、爆買
いが中国国内消費を低迷させる要因になるとして、海
外で買った商品を対象に関税を引き上げる措置をと
りました。高級腕時計の税率は、これまでの 30％から
60％に、酒や化粧品なども 50％から 60％と高い税率
が課せられるようになりました。 
 
 反対に、中国政府は越境ＥＣについて、中国政府
が許可した商品を対象に、関税の引き下げや消費税
などの減額を実施しました。このような状況下、日本
の小売業のなかに、越境ＥＣに売上回復の活路を見
出そうとする動きが生まれたのです。ただ、関税引き
下げが追い風となったということは、裏を返せば、関
税の引き上げといった政策変更があれば、越境ＥＣ
の事業者は打撃を受ける可能性があります。ただ、リ
スクはあるものの、中国における、日本製品への人気
に衰えはなく、中国人の莫大な消費意欲は魅力であ
ることに変わりはありません。 
 
 また、越境ＥＣへのビジネスチャンスは小売業以外
にも及びます。ネットショップの制作会社や、検索で
上位に表示されるようにするためのＳＥＯ（Search 
Engine Optimization 検索エンジン最適化）を事業と
する会社など、インターネットに関わるさまざまな企業
にチャンスがあります。 
 
 
 
 
 
 
 

 

船場経済倶楽部 

(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

当団体は、異なる業種の経営者が相集い、 力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    

skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                

yasukouchi@skc.ne.jp 


